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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

中間会計期間
第68期

中間会計期間
第67期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 7,693 8,187 15,589

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 6 △52 △60

中間（当期）純損失（△） （百万円） △29 △72 △127

持分法を適用した場合の投資利
益

（百万円） － － －

資本金 （百万円） 2,473 2,473 2,473

発行済株式総数 （千株） 4,673 4,673 4,673

純資産額 （百万円） 6,239 5,978 6,097

総資産額 （百万円） 10,837 11,280 10,949

１株当たり中間（当期）純損失
金額（△）

（円） △6.57 △16.32 △28.66

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 10.00 10.00 20.00

自己資本比率 （％） 57.6 53.0 55.7

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） △102 24 △264

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） △245 △304 △674

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） △103 273 484

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

（百万円） 746 736 743

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会

社であるため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社の企業集団等（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　なお、2026年４月１日付で、集成材等の製造販売を主たる事業とする山口工業㈱の全株式を取得し、完全子会社化

をいたしました。この結果、当社の企業集団等は当社、非連結子会社１社及び当社の関連会社で構成されることとな

りました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善など、景気を下支えする動きが見られた一

方、物価や原材料価格の高止まりにより個人消費の回復は力強さを欠く状況が続きました。また、金利動向や

地政学的リスク、金融市場の変動など、先行き不透明な状況が継続いたしました。

　当社が属する住宅業界におきましては、住宅着工に持ち直しの兆しが見られるものの、住宅ローン金利や建

築資材価格の上昇、人手不足に伴う労務費の増加などが住宅取得需要や事業採算の重荷となりました。加え

て、中東情勢の影響による資材の供給不安や納期の遅延、工期の長期化も懸念されるなど、引き続き厳しい事

業環境となりました。

　こうした環境下、当社は「非住宅分野への事業領域の拡大」と「省施工商品の充実化」を成長戦略の基軸と

し、既存事業の収益力強化と新たな需要の取り込みに努めてまいりました。当事業年度のスローガンとして

「Create New7 <3.0> “投資を力に！成果を形に！”」を掲げ、過去２年間にわたり進めてきた各種施策を成

果として具現化する攻勢フェーズと位置付けており、既存分野と新規分野の双方にわたる事業基盤の強化に取

り組んでまいりました。

　内装建材事業におきましては、大手建材メーカーとの階段製品の協業事業の量産体制が予定通りに立ち上が

り、稼働率は100％に到達しました。非住宅分野に関しては、子会社の展開を通じ、同社の加工技術及びノウハ

ウを活用した店舗向け什器等の拡充を進めてまいりました。一方、中東情勢の影響による塗料、溶剤の調達不

安への先行対応に加え、資材全般の調達価格が急激に上昇したこと、更に、前述した階段の増産対応にかかる

先行投資といった一時的な経費の増加といった要因もあり厳しい事業運営となりました。収益性の改善に向

け、価格改定等を進めてきたもののコスト増を吸収するには至らず、売価の適正化及び生産性の向上の施策に

おいて大きく課題を残す結果となりました。

　木構造事業におきましては、主力のプレカット事業で新ラインの生産性の改善が進み、加工量が増加したこ

とに加え、厳しい市況が続くなかでも積極的な営業活動が奏功し、受注が好調を維持するとともに価格改定の

進展も相まって収支は改善基調に推移いたしました。パネル事業については、省施工ニーズを背景に安定した

受注体制のもと、収益性の改善が進展したことから事業部全体の業績を下支えする結果となりました。一方、

両事業とも資材価格の上昇に対する販売価格への転嫁が十分とはいえず、更なる収益性改善に向け、追加の価

格改定、生産能力に応じた受注対応及び生産体制の整備を進めてまいりました。また、建装事業におきまして

は木造社屋や木造倉庫などに対応し非住宅案件への拡大に寄与しました。

　これらの結果、当中間会計期間の売上高は、81億87百万円と前年同期と比較し4億94百万円（6.4％）の増収

となりました。利益面では営業損失は58百万円（前年同期は営業利益2百万円）、経常損失は52百万円（前年同

期は経常利益6百万円）、中間純損失は72百万円（前年同期は中間純損失29百万円）となりました

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。また、セグメント間取引については、相殺消去し

ております。

（内装建材事業）

　売上高は、主に階段が増加し、44億87百万円と前年同期と比較し、4億24百万円（10.4％）の増収となりまし

た。営業損失は、資材価格の高騰、設備等への先行投資により80百万円（前年同期は営業損失4百万円）となり

ました。

（木構造事業）

　売上高は、施設建築が減少したものの、プレカット等が増加し、36億94百万円と前年同期と比較し、70百万

円（2.0％）の増収となりました。営業利益は、生産性の向上、価格転嫁の進展により20百万円と前年同期と比

較し、16百万円（417.2％）の増益となりました。

（その他）

　売上高は、5百万円と前年同期と比較し1百万円（△18.5％）の減収となりました。営業利益は、1百万円と前

年同期と比較し、1百万円（△36.7％）の減益となりました。

 

EDINET提出書類

セブン工業株式会社(E00633)

半期報告書

 3/21



②　財政状態の分析

　当中間会計期間末における総資産は112億80百万円、純資産は59億78百万円、自己資本比率は53.0％となりま

した。

ａ．資産

　流動資産については、主に売上債権及び棚卸資産等の増加により、64億9百万円と前事業年度末に比べ2億

41百万円（3.9％）の増加となりました。

　固定資産については、主に両事業部門における設備投資により、48億71百万円と前事業年度末に比べ89百

万円（1.9％）の増加となりました。

　よって、資産合計は112億80百万円と前事業年度末に比べ3億31百万円（3.0％）の増加となりました。

ｂ．負債

　流動負債については、主に仕入債務及び短期借入金等が増加したことにより、36億77百万円と前事業年度

末に比べ6億51万円（21.5％）の増加となりました。

　固定負債については、主に長期借入金等が減少したことにより、16億24百万円と前事業年度末に比べ2億1

百万円（△11.0％）の減少となりました。

　よって、負債合計は53億2百万円と前事業年度末に比べ4億50百万円（9.3％）の増加となりました。

ｃ．純資産

　純資産については、主に中間純損失の計上及び期末配当の実施等により59億78百万円と前事業年度末に比

べ1億19百万円（△2.0％）の減少となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況につきましては、当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は7億36百

万円となり、前事業年度末と比較して6百万円減少しました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は24百万円（前年同期は1億2百万円の支出）となりました。これは主に売上債

権の増加2億46百万円、棚卸資産の増加92百万円及び税引前中間純損失52百万円等があったものの、仕入債務の

増加1億42百万円、減価償却費1億66百万円及びその他の収入1億47百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3億4百万円（前年同期比59百万円の支出増加）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出2億56百万円及び無形固定資産の取得による支出37百万円等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は2億73百万円（前年同期は1億3百万円の支出）となりました。これは主に長期

借入金の返済による支出2億6百万円及び配当金の支払額44百万円等があったものの、短期借入金の純増額5億50

百万円によるものであります。

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（4）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

 

（6）研究開発活動

　当中間会計期間における研究開発活動の金額は、38百万円であります。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（7）主要な設備

①当中間会計期間において、主要な設備の著しい変動及び前事業年度末に計画した主要な設備の新設、除却等

について著しい変動はありません。

　なお、前事業年度末において計画中であった重要な設備のうち、完了したものは次のとおりであります。

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資額

（百万円）
完了年月

完成後の

増加能力

七宗第１工場

七宗第２工場

七宗第３工場

（岐阜県加茂郡七宗町） 内装建材事業 階段加工設備 84 2026年９月 更新及び増産

美濃加茂第１工場

（岐阜県美濃加茂市）

七宗第１工場

七宗第２工場

七宗第３工場

（岐阜県加茂郡七宗町）
内装建材事業

木構造事業
熱中症対策設備 55 2026年５月 環境改善美濃加茂第１工場

美濃加茂第２工場

美濃加茂第４工場

資材物流センター

（岐阜県美濃加茂市）

②当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要設備のうち、美濃加茂第１～第４工場の太陽

光発電設備は、投資予定金額を111百万円から82百万円に変更しております。

 

（8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

（9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社は事業活動の維持成長に必要な資金を確保するため、自己資金及び金融機関からの借入を有効活用して

おります。手元資金に関しては常に注視をしており、資金の流動性を確保しつつ資金の使途、調達を決定して

おります。

　なお、当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は7億36百万円となっております。

　資金調達は、金融情勢の変化に対する対応と資金コスト削減及び調達構成のバランスを考慮し調達先の分

散、調達方法及び手段等の多様化を図っており、原則として、運転資金については、短期借入金で調達し、生

産設備などの長期資金は、社債や長期借入金で調達することとしております。2026年９月30日現在の短期借入

金残高13億37百万円（１年内返済予定の長期借入金含む）及び長期借入金残高13億32百万円の借入金総額26億

69百万円を主力銀行をはじめとする金融機関から調達しております。なお、運転資金の効率的な調達を行うた

め、主要取引銀行と当座借越契約を締結しております。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,946,300

計 11,946,300

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
  （2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,673,250 4,673,250

東京証券取引所
スタンダード市場
名古屋証券取引所
メイン市場

単元株式数

100株

計 4,673,250 4,673,250 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額　　　　
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 4,673,250 － 2,473 － 2,675
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

都築木材株式会社 長野県伊那市日影336番地 1,791 40.13

西垣林業株式会社 奈良県桜井市戒重137番地 451 10.12

村上　隆吾 愛知県名古屋市中川区 130 2.91

セブン工業社員持株会 岐阜県美濃加茂市牧野1006番地 128 2.87

水元　公仁 東京都新宿区 80 1.81

須山木材株式会社 島根県出雲市白枝町139番地 77 1.74

株式会社エステックス 愛知県名古屋市天白区池場2丁目1608番地2 72 1.62

原田　義久 愛知県碧南市 61 1.38

丸山木材ホールディングス株式会社 岐阜県中津川市苗木4586番地50 60 1.36

内木　真哉 東京都渋谷区 57 1.28

計 － 2,911 65.23

　（注）１．上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式が209千株あります。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入してお

ります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 209,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,445,800 44,449 －

単元未満株式 普通株式 17,550 － －

発行済株式総数  4,673,250 － －

総株主の議決権  － 44,449 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数６個）

及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式300株（議決権の数３個）が含まれ

ておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。
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②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

セブン工業株式会社
岐阜県美濃加茂市

牧野1006番地
209,900 － 209,900 4.49

計 － 209,900 － 209,900 4.49

　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が300株（議決権の数３

個）あります。

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、かがやき監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 743 736

受取手形、売掛金及び契約資産 2,792 3,110

電子記録債権 922 850

商品及び製品 294 267

仕掛品 484 503

原材料及び貯蔵品 733 833

その他 203 112

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 6,168 6,409

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 592 633

土地 2,686 2,686

その他（純額） 1,089 1,090

有形固定資産合計 4,368 4,410

無形固定資産 110 122

投資その他の資産   

前払年金費用 214 252

その他 87 85

投資その他の資産合計 301 338

固定資産合計 4,781 4,871

資産合計 10,949 11,280

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 978 1,078

電子記録債務 495 538

短期借入金 ※ 400 ※ 950

１年内返済予定の長期借入金 400 387

未払法人税等 29 30

賞与引当金 150 150

その他 571 542

流動負債合計 3,025 3,677

固定負債   

長期借入金 1,525 1,332

役員退職慰労引当金 78 83

資産除去債務 3 3

その他 218 205

固定負債合計 1,825 1,624

負債合計 4,851 5,302

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,473 2,473

資本剰余金 2,675 2,675

利益剰余金 1,190 1,073

自己株式 △244 △244

株主資本合計 6,094 5,977

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 1

評価・換算差額等合計 2 1

純資産合計 6,097 5,978

負債純資産合計 10,949 11,280
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 7,693 8,187

売上原価 6,625 7,156

売上総利益 1,067 1,031

販売費及び一般管理費 ※ 1,065 ※ 1,089

営業利益又は営業損失（△） 2 △58

営業外収益   

受取配当金 6 14

受取手数料 0 0

スクラップ売却益 0 0

資材売却益 0 0

その他 2 2

営業外収益合計 10 19

営業外費用   

支払利息 7 12

その他 0 1

営業外費用合計 7 13

経常利益又は経常損失（△） 6 △52

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産廃棄売却損 16 0

特別損失合計 16 0

税引前中間純損失（△） △9 △52

法人税、住民税及び事業税 7 7

法人税等調整額 11 12

法人税等合計 19 19

中間純損失（△） △29 △72
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △9 △52

減価償却費 81 166

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △7 －

前払年金費用の増減額（△は増加） △37 △38

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 4

受取利息及び受取配当金 △7 △14

支払利息 7 12

固定資産除売却損益（△は益） 16 △0

売上債権の増減額（△は増加） △53 △246

棚卸資産の増減額（△は増加） △182 △92

仕入債務の増減額（△は減少） 93 142

その他 9 147

小計 △85 29

利息及び配当金の受取額 7 14

利息の支払額 △7 △12

法人税等の支払額 △17 △7

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △102 24

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △217 △256

無形固定資産の取得による支出 △19 △37

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

関係会社株式の取得による支出 － △10

その他 △7 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △245 △304

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 150 550

長期借入金の返済による支出 △191 △206

リース債務の返済による支出 △17 △24

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △44 △44

財務活動によるキャッシュ・フロー △103 273

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △451 △6

現金及び現金同等物の期首残高 1,197 743

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 746 ※ 736
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座借越契約を締結しております。これらの契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2026年３月31日）
当中間会計期間
（2026年９月30日）

当座借越極度額 2,200百万円 2,200百万円

借入実行残高 400 950

差引額 1,800 1,250

 

 

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

販売運賃 478百万円 493百万円

役員報酬及び給料手当 265 269

賞与引当金繰入額 35 36

役員退職慰労引当金繰入額 5 4

退職給付費用 △1 △2

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 746百万円 736百万円

現金及び現金同等物 746 736
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 44 10 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月31日
取締役会

普通株式 44 10 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 44 10 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月30日
取締役会

普通株式 44 10 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

 

当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間
損益計算書
計上額
（注）３

 
内　　装
建材事業

木 構 造
事　業

計

売上高        

外部顧客への売上高 4,063 3,623 7,686 7 7,693 － 7,693

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 2 2 － 2 △2 －

計 4,063 3,625 7,688 7 7,696 △2 7,693

セグメント利益又は損失（△） △4 3 △0 3 2 － 2

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日 至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間
損益計算書
計上額
（注）３

 
内　　装
建材事業

木 構 造
事　業

計

売上高        

外部顧客への売上高 4,487 3,694 8,181 5 8,187 － 8,187

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 1 1 － 1 △1 －

計 4,487 3,695 8,183 5 8,188 △1 8,187

セグメント利益又は損失（△） △80 20 △60 1 △58 － △58

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、中間損益計算書の営業損失と一致しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（財又はサービスの種類別）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計内　　装

建材事業

木 構 造

事　業
計

階段・手摺 2,224 － 2,224 － 2,224

カウンター 1,014 － 1,014 － 1,014

和風造作材・框・洋風造作材 642 － 642 － 642

プレカット加工材 － 2,465 2,465 － 2,465

住宅パネル － 286 286 － 286

施設建築・建て方請負い － 738 738 － 738

その他 180 132 313 － 313

顧客との契約から生じる収益 4,063 3,623 7,686 － 7,686

その他の収益 － － － 7 7

外部顧客への売上高 4,063 3,623 7,686 7 7,693

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業で

あります。

 

（収益認識の時期別）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計内　　装

建材事業

木 構 造

事　業
計

一時点で移転される財 4,063 2,909 6,973 － 6,973

一定の期間にわたり移転される財 － 713 713 － 713

顧客との契約から生じる収益 4,063 3,623 7,686 － 7,686

その他の収益 － － － 7 7

外部顧客への売上高 4,063 3,623 7,686 7 7,693

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業で

あります。
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当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（財又はサービスの種類別）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計内　　装

建材事業

木 構 造

事　業
計

階段・手摺 2,580 － 2,580 － 2,580

カウンター 1,075 － 1,075 － 1,075

和風造作材・框・洋風造作材 636 － 636 － 636

プレカット加工材 － 3,068 3,068 － 3,068

住宅パネル － 353 353 － 353

施設建築・建て方請負い － 163 163 － 163

その他 195 108 303 － 303

顧客との契約から生じる収益 4,487 3,694 8,181 － 8,181

その他の収益 － － － 5 5

外部顧客への売上高 4,487 3,694 8,181 5 8,187

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業で

あります。

 

（収益認識の時期別）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計内　　装

建材事業

木 構 造

事　業
計

一時点で移転される財 4,487 3,592 8,080 － 8,080

一定の期間にわたり移転される財 － 101 101 － 101

顧客との契約から生じる収益 4,487 3,694 8,181 － 8,181

その他の収益 － － － 5 5

外部顧客への売上高 4,487 3,694 8,181 5 8,187

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業で

あります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純損失金額（△） △6円57銭 △16円32銭

（算定上の基礎）   

中間純損失金額（△）（百万円） △29 △72

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純損失金額（△）（百万

円）
△29 △72

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,463 4,463

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2026年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………44百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………2026年12月１日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月６日

セブン工業株式会社

取締役会　御中

 

かがやき監査法人

名古屋事務所

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 林　 克則

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 牛丸　智詞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセブン工業株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの第68期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記

について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セブン工業株式会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
  
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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